
為替週間展望＝ドル円は高値圏で振幅しながら上値を追う展開か

　　　　　　　　　　［４月１８日からの１週間の展望］

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－

　　　週間高低（カッコ内は日）　　　　　　    4 月 11 日～ 4 月 15 日

　　　　　　　始　値　　高　値　　  　安　値　     終　値　 前週比

ドル・円　　  124.18   126.68(15)    124.01(11)    126.62   +2.28

ユーロ・ドル  1.0923   1.0954(11)    1.0758(14)    1.0806   -0.0071

＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝

国内株・金利／米国株・金利

                   終　値　　前週末比　　　　 　　　　   　 終　値　 前週末比

日経平均株価    27,093.19     +107.39     日本10年債利回り   0.241   +0.011

ダウ平均株価    34,451.23     -269.89     米10年債利回り     2.828   +0.128

＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝

＜来週の主要経済統計等＞

１８日　中国第１四半期国内総生産（ＧＤＰ）

　　　　中国３月鉱工業生産指数、中国３月小売売上高

　　　　国際通貨基金（ＩＭＦ）・世界銀行の春季会合（２４日まで）

１９日　日本２月鉱工業生産指数

　　　　米３月住宅着工・許可件数

　　　　世界経済見通し（ＩＭＦ）

２０日　日本３月貿易収支

　　　　独３月生産者物価指数

　　　　ユーロ圏２月鉱工業生産指数、ユーロ圏２月貿易収支

　　　　カナダ３月消費者物価指数

　　　　米３月中古住宅販売件数

　　　　２０カ国・地域（Ｇ２０）財務相・中央銀行総裁会議（ワシントン）

２１日　ＮＺ第１四半期消費者物価

　　　　ユーロ圏３月消費者物価指数確報値

　　　　米４月フィラデルフィア連銀景況指数、米新規失業保険申請件数

　　　　米３月景気先行指数

　　　　ＩＭＦ主催パネル討論会（パウエルＦＲＢ議長、ラガルドＥＣＢ総裁）

２２日　日本３月消費者物価指数

　　　　英３月小売売上高

　　　　ユーロ圏２月経常収支

　　　　ユーロ圏４月製造業ＰＭＩ速報値、ユーロ圏４月非製造業ＰＭＩ速報値

　　　　英４月製造業ＰＭＩ速報値、英４月非製造業ＰＭＩ速報値

　　　　カナダ２月小売売上高、カナダ３月鉱工業製品価格

　　　　米４月製造業ＰＭＩ速報値、米４月サービス業ＰＭＩ速報値

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－

【前回のレビュー】米国での金融引き締めが加速するとみられる中、米１０年債利回り

は７日に２．６７％前後まで上昇して、ドル円は８日に一時１２４円台前半まで上昇し

た。ドルの底堅い動きが見込まれる中、高値圏で調整の動きをこなしながら、ドル円は

上値を追う展開が続くとした。

　　　　　

【米国でのインフレ率の高止まりは続く】

　１２日に発表された３月の米消費者物価指数は前年比＋８．５％となり、約４０年ぶ

りの高い伸びとなった。事前予想の＋８．４％や前回の＋７．９％を上回った。原油価

格の高騰によるガソリン価格の上昇などが背景にある。変動が大きい食品とエネルギー

を除いたコア指数は＋６．５％となり、事前予想の＋６．６％を下回った。
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　コアの前月比は＋０．３％となり、事前予想や前回の＋０．５％を下回ったことで、

市場の一部では米国の物価上昇率はピークアウトが近づいているとの見方も出ている。

もっとも水準は高水準を維持しており、米連邦準備制度理事会（ＦＲＢ）による金融引

き締めに動くスタンスに変化はないとみられる。

　　

　１３日に日銀の黒田総裁は、「現在の強力な金融緩和を粘り強く続ける」と緩和策を

継続する姿勢を示したことで、円が売られてドル円は上昇に転じた。この発言を受けて

ドル円は１２５円台半ば付近でのもみ合いから一気に１２６円を突破して、１２６円台

前半まで上昇した。

　　

　１３日にはカナダ中銀は１３日に政策金利を０．５０％引き上げて１．００％とし

た。また、国債の再投資を停止してバランスシートの縮小に動くことも明らかにした。

これで利上げは２会合連続となる。０．５０％の大幅な利上げは２０００年５月以来、

約２２年ぶりとなる。カナダの３月の消費者物価指数は前年比＋５．７％となり、前回

の＋５．１％を上回り、インフレの高進が続いている。また、ＮＺ準備銀行（ＲＢＮ

Ｚ）は１３日に政策金利を０．５０％引き上げ、１．５０％とした。市場予想の０．２

５％の利上げを上回る０．５０％の大幅な利上げとなった。利上げは４会合連続とな

る。

　　

　ＣＭＥ　ＦＥＤウォッチによると、５月３～４日の米連邦公開市場委員会（ＦＯＭ

Ｃ）での０．５０％の利上げ確率は９０％前後に達している。５月のＦＯＭＣでの０．

５０％の利上げはほぼ確実とみられる。６月１４～１５日のＦＯＭＣでの０．５０％の

利上げ確率は７０％近くに上昇している。

　　

１４日にニューヨーク連銀のウイリアムズ総裁が、「５月の０．５０％利上げ予測を支

持する」「高いインフレ率と経済の強さを考慮すれば妥当な選択肢だ」と述べた。ドル

円は一時１２６円台に上昇した。その後の東京市場でも堅調な動きを見せて、１２６円

台半ばまで上昇した。

　　

　主要国が利上げや金融引き締めに動く中、日銀は緩和策の継続を表明しており、各国

との金融政策のスタンスの違いが明確になっている。こうした状況から、円は売られや

すい通貨として意識されている。ドル円はテクニカル面の過熱感を除くと目立った売り

圧力はなく、底堅い動きが継続するとみられる。ドル円は最近の高値圏での振幅を見せ

ながらも一段と上値を追う可能性が高いとみられる。ドル円の目先の予想レンジは、１

２４．００～１２７．５０円。

　　

　なお、２１日の国際通貨基金（ＩＭＦ）のパネル討論会に米連邦準備制度理事会（Ｆ

ＲＢ）のパウエル議長と欧州中央銀行（ＥＣＢ）のラガルド総裁が参加する。市場を動

かすような発言が出てくるかが注目される。

　　

　今後の日米の経済指標やイベントとしては、１９日に日本２月鉱工業生産指数、米３

月住宅着工・許可件数、２０日に日本３月貿易収支、米３月中古住宅販売件数、２１日

に米４月フィラデルフィア連銀景況指数、米新規失業保険申請件数、米３月景気先行指

数、ＩＭＦ主催パネル討論会（パウエルＦＲＢ議長、ラガルドＥＣＢ総裁参加）、２２

日に日本３月消費者物価指数、米４月製造業ＰＭＩ速報値、米４月サービス業ＰＭＩ速

報値などがある。

　　

【ユーロドルは上値の重い動きが継続か】

　１４日の欧州中央銀行（ＥＣＢ）理事会では、政策金利は据え置きとなった。ＥＣＢ

は声明で「資産購入プログラム（ＡＰＰ）は第３四半期に終了する見通しを強めた」

「ＡＰＰの終了の時期は次回６月の理事会で判断する」としている。また、「政策金利

の調整は資産購入終了後にしばらくしてから、緩やかに実施する」としている。理事会

後の記者会見でラガルド総裁は、「利上げのタイミングは量的緩和策の終了後、１週間

から数か月後」と述べた。

　　

　ＥＣＢは市場の想定ほど金融正常化に前向きではないとの見方も広がり、ユーロドル

は上値の重い動きとなっている。ユーロ圏ではウクライナ戦争の景気への悪影響も警戒

されている。ＦＲＢに比べてＥＣＢの金融正常化への動きが相対的に緩やかとみられ、



ユーロドルは上値の重い動きが継続しそうだ。ユーロドルの目先の予想レンジは、１．

０６００～１．０９５０ドル。

　　

　日米以外の今後の経済指標やイベントは、１８日に中国第１四半期国内総生産（ＧＤ

Ｐ）、中国３月鉱工業生産指数、中国３月小売売上高、２０日に独３月生産者物価指

数、ユーロ圏２月鉱工業生産指数、ユーロ圏２月貿易収支、カナダ３月消費者物価指

数、２１日にＮＺ第１四半期消費者物価、ユーロ圏３月消費者物価指数確報値、２２日

に英３月小売売上高、ユーロ圏２月経常収支、ユーロ圏４月製造業ＰＭＩ速報値、ユー

ロ圏４月非製造業ＰＭＩ速報値、英４月製造業ＰＭＩ速報値、英４月非製造業ＰＭＩ速

報値、カナダ２月小売売上高、カナダ３月鉱工業製品価格などがある。
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